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１．今治市新ごみ処理施設「バリクリーン」視察報告

視察日 令和 2 年 1 月 14 日（火）

１ 研修目的

最先端の処理技術により廃棄物を適正に処理しゴミの資源回収や焼却熱

を利用した発電設備を有する可燃ごみ処理施設及びリサイクルセンターを

視察し、今後の施策立案に資する

２ 視察事項および成果について

(１)今治市勢要覧

所 在 地 今治市町谷甲３９４番地

敷地面積 約 36,700 ㎡

今治市の人口 158,552 人

今治市の世帯数 76,604 世帯

２１世紀のごみ処理施設「バリクリーン」の基本コンセプト

安全・安心で

人と地域と世代をつなぐ

いまばりクリーンセンター

〈バリクリーンを構築する３つの柱〉

① 廃棄物を安全かつ安定的に処理する施設

② 地域を守り市民に親しまれる施設

③ 環境啓発・体験型学習及び情報発信ができる施設

（２）バリクリーン設置経緯

平成１７年１月 今治市及び越智郡 11 カ町村の合併

（大島ほか 2 か所にごみ処理施設）

平成２１年３月 東日本大震災発生

平成２３年９月 防災機能を付加する処理施設の建設方針を決定

「ごみ処理施設自体の地震対策はもちろんのこと、地域全体として災害時の防災拠

点となるような機を有する施設配備に配慮することが望ましい」との答申を受ける

平成２６年４月 工事着工（ごみ処理場は市内１か所で統合）

請負契約金額 127 億 9,800 万円（税込）

（環境省の循環型社会形成推進交付金制度、合併特例債利用）

平成３０年３月 竣工（南海トラフに対応できる施設を考慮）

（３）バリクリーンの維持管理及び多機能システム

◎事業方式 ⅮＢＯ方式 公設民営（２０年間契約）



- 3 -

◎発注方法 総合評価一般競争入札

◎循環型社会の形成 → 最新鋭システムの導入により発電効率２０％

達成

◎し尿処理汚泥も脱水し助燃材として活用 ← 環境省の補助対象

◎ごみ焼却の熱エネルギーを利用し発電を行う。焼却灰はセメント原料

として再利用（売却し、今治市の収益に）

◎プラスチックは不燃物から可燃物に移し燃やす。

◎公害基準 国の基準よりさらに厳しい公害防止基準値を設定し、周辺

環境の保全に配慮

◎ごみ発電 焼却時発生する熱により発電（定格出力 3,800kw）を行い、

施設全体の消費電力を賄うとともに、隣接する公共施設へ供給する。さ

らに余った電力は売却し、今治市の収益となる。

◎出前講座 小範囲にて１時間～１時間半、市民に対し説明会を半年間

行う。

◎ごみ分別アプリ「さんあーる」の配信の効果アプリユーザー数 7,320 人

（少しずつであるがペーパーレス化に貢献、希望者にはごみ分別冊子を

配布)

◎防災拠点 万全の耐震・免振対策を実施し、停電時においてもごみ発

電により安定して電気を賄える。

・３２０人の市民が避難できる施設

・避難者が７日間生活できる備蓄機能 （非常食、飲料水など）

・停電時も非常用発電機により、プラントの運転や避難所への電気供給

が可能

・断水時にも水の供給が可能な地下水揚水設備

・災害時には炊き出しが可能な IH 調理設備

・避難者の衛生面へ配慮し、災害時には風呂を開放

・避難者の身体的負担を軽減するため、空調設備を適宜設置

・地元と連携し、地域とともに創る防災拠点

◎２０１９年３月 内閣府国土強靭化大賞受賞

(次世代に向けたレジリエンス社会構築へ向けて、強靭な国づくり、

地域づくり、人づくり、産業づくりに資する活動、技術開発、製品開

発などに取り組んでいる先進的な企業・団体を評価、表彰する制度)

◎所 見

ごみ焼却の熱エネルギーを利用し発電を行い、施設全体に供給し、余っ

た電力は売電するという仕組み、また、防災の拠点として様々な機能を持

ち、すべて市民重視の施設であることを理解した。つまり、ごみ処分場に

搬入されたごみが無駄なく処分、利用されているのである。一つの自治体
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に一つのごみ処分場がある故に可能なことだとは思う。本市は、広域行政

という立場であるため、今治市のようにはできないかもしれないが、ごみ

焼却の熱エネルギーの利用など、現状をもう少し改善する余地はありそう

である。
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２．西条市介護ロボット活用状況視察報告

視察日 令和 2 年 1 月 15 日（水）

１ 研修目的

自治体が高齢者の見守りにロボットを本格的に導入する全国的にも珍し

い取り組みを行っている実態を調査し、高齢者の見守りの一助となるかの

検証を行い、今後の施策立案に資する

２ 視察事項および成果について

西条市はスマートシティ西条として ICT を活用した取り組みの一環とし

てコミュニケーションロボットを活用したゆるやかな高齢者見守り支援を

行っているもので、ワクワク度日本一の西条市を目指して ICT に積極的に

取り組んでいる

（１）ＡＩロボット見守りサービスの概要

市内在住の高齢者宅に音声認識ＡＩを内蔵した見守りロボットを設置

し、ソーシャル・ネットワーク・サービス（ＳＮＳ）を通じて、離れて暮

らす家族との間で写真や音声メッセージ等をやり取りし、毎日のコミュニ

ケーションを負担なく確実に実現することで、高齢者を見守るだけでなく、

高齢者に楽しさや喜ぴを提供するとともに、『うんどう機能』を活用する

ことにより、認知機能や健康維持に役立て、地域で生活する高齢者の暮ら

しを支え、健康寿命の延伸や QOL の向上につなげ、住みやすさを実感し

ていただく。さらに、親しみやすい形状と声で、ストレスなくゆるやかに

高齢者を見守ることができる。

（２）AI ロボット見守りサービス導入の背景

２０４０年代問題を注視すると

１）社会保障給付の増大

２）介護者の高齢化

３）介護の担い手不足

４）人による支援の限界

（３）AI ロボット見守りサービスの目的

１）高齢者と、離れて暮らす家族の不安解消

２）高齢者と家族のコミュニケーションの活性化

３）孤独感や退屈間を解消し、楽しさや喜びを実感

４）安心・安全な生活の確保

５）認知機能や運動機能、健康維持に役立つ効果

６）地域住民との交流やつながりによる住みやすさの実感

健康都市を実現するために寝たきり予防や認知症予防のためコミュニケー

ションの活性化を図り、健康寿命の延伸や QOL の向上を図る目的もある。
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（４）サービスの内容

西条市内の高齢者宅に、見守りロボットを設置。新しく機能を追加し、

離れて暮らす家族とのコミュニケーションを図ることで、安心感や楽しみ

が得られ、不安の解消のほか、高齢者の生活を活性化するとともに健康維

持向上のお手伝いをする。

１）毎日、朝・昼・夕の 1 日 3 回、ロボットが高齢者を見つけると、写真

を撮って家族のスマートフォンやパソコンに送る「見守り機能」

２）家族と高齢者の間で音声メッセージや写真等をやりとりできる「コミ

ュニケーション機能」

３）高齢者がロボットに話しかけて天気予報やニュース等が聞ける「音声

リクエスト機能」

４）認知機能の維持や介護予防等、健康維持のための動画が視聴できる「う

んどう機能」

５）ロボットから高齢者に話しかける「声がけ機能」

６）部屋の様子を緊急に確認したいとき、ロボットの前面 180 度の写真を

リモコンで撮影できる「緊急写真撮影機能」

７）照度センサーや加速度センサーの記録で、高齢者の生活の様子が分か

る「パペロライブ機能」

８）家族が登録したお好みのビデオを Youtube で観られる「Youtube 視聴機

能」

９）ロボットに自由に話しかけておしゃべりができる「おしゃべり機能」

（５）実証実験



- 7 -



- 8 -

（６）平成 31 年 1 月から本格実施

◎所用経費

初期費用 38,500 円（ 1/2 市補助で 19,200 円個人負担）

通信費（Wifi 4,950 円／月）
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（７）所 感

今回、一人暮らしのお年寄りの社会的孤立を防ぐとともに、離れて暮らす家

族とのコミュニケーションを活性化させるための取り組みについて、見守りロ

ボットを導入し本格的な運用を開始している西条市を訪問し調査した。西条市

は、 ICT に積極的に取り組んでいて、他の見守りシステムも運用中であり、高

齢者支援の新しい取り組みとして各方面からの行政視察が多いようです。

一番大事なのは、利用者の９割以上が大いに役立っていると評価していて、

ロボットの取り扱いも３つのボタン操作だけで利用できることです。通信はポ

ケット Wifi ルーターを利用するため、インターネット回線が不要なので手軽

に稼働させることができる。利用料金はスタート時点よりも現在は低価格（初

期費用 45,000 円→ 38,500 円で 1/2 の補助がある。回線利用料 6,000 円 /月→ 4,950 円 /月）に

抑えられていているが、更に月々利用料を抑えられれば、普及に拍車がかかる

ようです。（スマホ等を利用していればテザリング機能を利用し 2,000 円 /月）

最近、テレビ報道で若者からお年寄りまでの間でロボットをペットとして活

用している事例を紹介していた。家庭の中でも静かなブームなのかと実感した。

核家族化や少子高齢化が進む中で、コミュニケーションロボットの高齢者支援

の役割は今後、ますます進展していくと思われる。本市においても実用化に向

け取り組んで行きたい。
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３．ＪＩＣＡ関西(国際防災研修センター)視察報告

視察日 令和 2 年 1 月 16 日（木）

１ 研修目的

ＪＩＣＡの震災時の活動状況、本市との包括協定締結(2015.7.31)に基づ

く事業展開状況および国際防災研修センターの現状を視察し会派活動・議

員活動の資とする。

２ 視察事項および成果について

(１)ＪＩＣＡの事業概要

事前研修として、ＪＩＣＡ東北から事業の全体概要およびＪＩＣＡ東北

が主体となっている事業について説明を受けた。

ア 国際協力を通じた復興と地方創生への貢献

ＪＩＣＡは東日本大震災直後より、東北の被災地と途上国を繋ぎ、復

興支援事業を展開してきた。

日本と途上国、双方の復興経験を共有しながら、共に復興する相互復興

を目指した取り組み現在では、日本国内の地方創生にも協力している。

イ 被災地の地方創生への貢献：東松島市との連携

２０１５年７月、連携覚書を締結。それに基づき、地域復興推進員の

配置、途上国からの研修員の受け入れ、草の根技術協力事業の実施など

の国際協力事業を通じて、東松島市の地域活性化・復興支援に取り組ん

でいる。また、中では、被災地が復旧・復興の中で得た経験や教訓を途

上国と共有し、日本と途上国が相互に復興・発展できる場づくりも行っ

ている。

ウ 東松島市が推薦した草の根技術協力事業

・バンダ・アチェ市と宮城県東松島市における住民主体での地域資源利活

用による相互復興推進プログラム（インドネシア）2013 〜 2015 年度

・奧松島の技術を活かした台風ヨランダ被災漁村に於ける水産養殖と加工

品開発（フィリピン） 2015 〜 2018 年度（実施中）

・バンダ・アチェ市と東松島市における住民主体での地域資源利活用によ

る相互復興推進プログラム（インドネシア）2016 〜 2019 年度（実施中）

・世界とつながり地域を元気に -東松島市と JICA の協力

エ 国際会議での発信

防災・復興等に関わる国際会議の場で、 JICA の復興支援を紹介し、

取り組みを共有している。

仙台防災未来フォーラム、第 3 回国連防災世界会議、他団体との連携な

どがある。

オ 草の根技術協力事業

被災地にある大学、NGO、民間企業、自治体等がこれまでに培ってき

た経験や技術を活かして企画した途上国への協力活動などを共同で実施
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している。

(２)ＪＩＣＡ関西の地域に根差した取組（研修事業、市民参加事業、民間連携

事業等）

所長の西野恭子氏を表敬し懇談の後、事業の概要について説明を受けた。

また、 1 月 17 日は、阪神淡路大震災から 24 年であり、業務多忙中にもか

かわらず担当職員から説明を受けた。

ア ＪＩＣＡ関西の業務

関西は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県における JICA
事業の総合窓口として、関西地域と開発途上国の架け橋として国際協力

事業を展開している。

年間約 1800 名の開発途上国からの技術研修員、留学生の受け入れや、

自治体、NGO/NPO、民間企業、大学等と連携した国際協力事業、開発途

上国や国際協力への理解促進のための開発教育・グローバル人材育成支

援などを、幅広く展開している。

途上国や国際協力についての展示コーナーや、途上国の料理を楽しめる

レストランも併設

イ ＳＤＧｓについて

２０１５年９月、国際社会は国連サミットで「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals： SDGs）について合意。貧困撲滅や気候変

動への対応、平和の実現など、２０３０年までに達成すべき１７の目標

は、先進国も含めた世界全体にとっての目標とされています。「誰ひと

り取り残さない」世界の実現に向けて、政府、自治体、市民社会、民間

企業、大学等、皆が連携しアイディアや資金を出し合って取り組む必要

がある。

ウ ＳＤＧｓの達成に貢献

２０１７年７月にＪＩＣＡは新たな組織のビジョン、「信頼で世界を

つなぐ」を定め、あらゆる事業を通じて、人々が明るい未来を信じ多様

な可能性を追求できる自由で平和かつ豊かな世界を希求し、パートナー

と手を携えて、信頼で世界をつなぎます。

ＪＩＣＡ関西は、途上国と関西を信頼でつなぎ、ともに「持続可能な開

発目標（SDGs）」の達成に貢献するとしている。

(３)国際防災研修センターの設立経緯及び研修事業を中心とした各種取組事例

（防災研修の実施、各種教材作成等）

１９９５年に発生した阪神・淡路大震災は、甚大な被害をもたらし、

死者６，４０２人、被害総額約９兆９０００億円の大災害となった。

２００５年１月に神戸市で開催された「第２回国連防災世界会議（兵庫

会議)」 では、その後の世界の防災戦略の指針となる「兵庫宣言 /兵庫

行動枠組み 2005-2015」（通称 HFA)が採 択され、世界の災害被害軽減に

向けて、途上国の災害対応能力を国際的な協力を通じて緊急に強化する

ことになった。
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国際防災研修センター（disaster eduction Learning Qenter: DRLC)は、

「兵庫宣言 /兵庫行動枠組 2005-2015」を受け、ＪＩＣＡ関西と兵庫県が、

２００７年４月１日、開発途上国で防災に携わる人材をより効果的に育

成する拠点として、神戸東部新都心「HAT 神戸」にある JICA 兵庫（当

時）内に「国際防災研修センター（DRLC：Disaster Reduction Learning Center」
を設置した。

そして、兵庫会議から１０年後の２０１５年３月に仙台市で開催された

第３回国連防災世界会議では、「仙 台防災枠組 2015-2030」（通称 SENDAI
Framework)が採択されました。

「仙台防災枠組 2015-2030」では、「兵庫宣言 /兵庫行動枠組 2005-2015」を

発展させた形で、防災 の事前投資の重要性、防災主流化の促進、災害

後の復興過程における「より良い復興(Build Back Better)」などの考

え方が導入され、さらに災害リスク軽減、社会の強靭化の視点、ジェン

ダーや災害 弱者を含む多様なステークホルダーの役割も盛り込まれた。

ア 施設

研修施設と研修員のための宿泊施設（シングル：９２室 ツイン：４

室（バリアフリー２室を含む。））があり、年間約１３５０人が滞在し

ている。

なお、地域に開かれたセンターとして、 1 階のＪＩＣＡプラザ関西（広

報展示室・資料室・食堂・１階ロビー）がありだれでも利用できる。

JICA 関西のセミナールーム等は、当センター研修事業のための施設で

す が 、 開 発 途 上 国 を 対 象 と し て 国 際 協 力 に 携 わ る 自 治 体 ・ 学 校 ・

NGO/NPO 等の団体の皆様に、一定条件の下で以下に挙げる活動の実施

場所として一時的にご使用できる。

国際協力関連事業と関連・連携する行催事等（会議、講演会、研究会、

報告会等）

JICA と共催する各種国際協力関連事業、または JICA が後援／協力／協

賛する各種国際協力関連行事等

公共性または公益性の強い事業を行う関係団体が実施する開発途上国に

対する国際協力に関連する行催事等

○１階ロビー

JICA 関西が展示スペースとして活用するほか、外部団体の活動紹介の

場として提供。

○２階

・オリエンテーション室

研修に先立ちオリエンテーションを行い、また、セミナーや講演に使用。

・ブリーフィング室

・研修の開講式・閉講式を行い、また、セミナーや講演などに使用。

○３階

セミナー室
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講義やセミナーに使用。

イ ＪＩＣＡプラザ関西

１階の JICA プラザ関西（広報展示室・資料室・食堂・1 階ロビー）は、

誰でも利用できる。

(ア)広報展示室

国際協力にちなんだ様々な「見て、触って、体験できる」展示がいっ

ぱいです。展示内容は定期的に更新。

世界の新しい開発目標 SDGs（Sustainable Development Goals - 持続可能な開

発目標）に関する展示。

■ SDGs ダッシュボード（New）

■ SDGs クイズボード（New）

■ SDGs17 ゴール取組紹介 BOX（New）

■ 17 の目標

■ JICA の取り組み

■ SDGs ×吉本興業

(イ)資料室

国際協力や開発教育に関連する資料はもちろん、防災関連や開発教育

ボランティア関連の資料が充実している。

(ウ)食堂

(エ)ロビー

ロビー展：インドネシアの暮らし 織田芳孝 写真展

ウ ＤＲＬＣ研修

設立以来１００カ国、２７００人以上の研修に参加している。

２０１８年時点では、課題別研修、１６コース、１５１名が参加し国別

研修では、イラン、チリが防災能力強化・災害リスク削減のための行政

・計画を受けている。

○研修事例

・コミュニティ防災：

防災能力向上のノウハウを学ぶため神戸の自主防災組織の活動や他県を

訪問し東日本大震災からの復旧・復興、南海トラフへの備えを学ぶ。

・中南米災害マネージメント：

災害発生時の医療マネージメント体制整備と他機関等との連携。

ＤＭＡＴ研修など

○研修以外

教材開発や活用

ＳＤＧｓへの活動

３ 所 見

ＪＩＣＡは東日本大震災直後より、東北の被災地と途上国を繋ぎ、復興

支援事業を展開し、日本と途上国、双方の復興経験を共有しながら、共に



- 15 -

復興する相互復興を目指した取り組みを行っている。

とくに、本市の震災後のＪＩＣＡのご協力などにより、海外を始め本市

の復興に継続してのご支援にも大変なご尽力をいただいている。

支援は特に、①震災復興支援およびまちづくり事業および復興事業(移転

事業を含めて)特に、あおい地区のまちづくり にご協力いただいているこ

と。②実践的安全教育(防災)総合支援事業については、あおい地区を視察

し、防災活動などについて研修し、兵庫県および舞子高校・宝塚東高校な

どの生徒の体験教育に成果を得ている。

また、野蒜地区・宮戸地区に於いては、特にＪＩＣＡ東北が復興関連事業

において、支援があり、現在も市役所に２名の職員が常駐している。

今回の視察の準備段階から、視察実施までの対応に感謝するとともに、Ｊ

ＩＣＡ関西所長以下担当職員の皆さんに深く感謝いたします。


